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決算期変更及び定款一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、2012年４月５日開催の取締役会において、2012年５月11日開催予定の第10期定時株主総会

で「定款一部変更の件」が承認されることを条件として、下記のとおり決算期及び定款の一部の変更

を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．決算期変更の内容 

   現 在 毎年２月 20 日 

   変更後 毎年２月末日 

    同決算期変更に伴い第 11 期は、2012 年２月 21 日から 2013 年２月 28 日までの 12 ヶ月８日間

の変則決算となる予定です。 

      

２．定款変更の目的 

（１）当社の事業年度は、毎年２月 21 日から翌年２月 20 日までとしておりますが、当社の親会社

であるイオン株式会社の事業年度の末日が毎年２月末日であることを勘案し、効率的な業務執

行を行うため、当会社の事業年度を毎年３月１日から翌年２月末日までに変更いたします。 

これに伴い、現行定款第 12 条（基準日）、第 38 条（事業年度）、第 40 条（剰余金配当の基

準日）につき、所要の変更を行い、また、事業年度の変更に伴う経過措置として新たに附則

を設けるものであります。 

  （２）その他条文の並びの入れ替えおよび字句の一部修正を行い、表現方法を統一するものであ

ります。 

 

３．定款変更の内容 

   変更内容は別紙のとおりであります。 

 

４．日程 

   定款変更のための株主総会開催日 2012 年５月 11 日 

   定款の効力発生日        2012 年５月 11 日 

以 上 



別紙 
（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第２章  株  式 第２章  株  式 

（株主名簿管理人） 
第９条       （条文省略） 
   ２．    （条文省略） 
   ３．当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の

作成並びに備置きその他の株主名簿及び

新株予約権原簿に関する事務は株主名簿

管理人に委託し、当会社においては取り扱

わない。 
 

（株主名簿管理人） 
第９条       （現行通り） 
   ２．    （現行通り） 
   ３．当会社の株主名簿および新株予約権原簿の

作成ならびに備置きその他の株主名簿およ

び新株予約権原簿に関する事務は株主名簿

管理人に委託し、当会社においては取り扱わ

ない。 
 

第１０条      （条文省略） 
 

第１０条      （現行通り） 
 

第３章  株 主 総 会 第３章  株 主 総 会 
（招 集） 
第１１条     （条文省略） 

２．株主総会の開催地は福岡市またはその

周辺とする。 

（招 集） 
第１１条     （現行通り） 

２．株主総会の開催地は福岡市またはその隣

接地とする。 
 

（定時株主総会の基準日） 
第１２条 当会社の定時株主総会の議決権の基準

日は、毎年２月２０日とする。 
 

（定時株主総会の基準日） 
第１２条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年２月末日とする。 
 

（招集権者および議長） 
第１３条 株主総会は、取締役社長がこれを招集

し、議長となる。 
 

２．    （条文省略） 
 

（招集権者および議長） 
第１３条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役社長がこれを招集し、議長と

なる。 
２．     （現行通り） 

 
第１４条       （条文省略） 
 

第１４条      （現行通り） 
 

（決議の方法） 
第１５条 株主総会の決議は、法令または定款に別

段の定めがある場合を除き、出席した議決

権を行使することができる株主の議決権

の過半数をもって行なう。 
２．会社法第３０９条第２項の定めによる

決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行なう。 
 

（決議の方法） 
第１５条 株主総会の決議は、法令または定款に別

段の定めがある場合を除き、出席した議決

権を行使することができる株主の議決権の

過半数をもって行う。 
２．会社法第３０９条第２項の定めによる決

議は、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う。 
 

第１６条  
  ～      （条文省略） 

第１６条  
  ～       （現行通り） 

第１９条 
 

第１９条 
 

 



 

現行定款 変更案 

第４章 取締役、代表取締役および取締役会 第４章 取締役、代表取締役および取締役会 

（取締役会の招集） 
第２０条 取締役会は、代表取締役がこれを招集す

るものとし、その通知は各取締役および監

査役に対して会日の３日以前に発するも

のとする。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができる。 
２．取締役および監査役全員の同意がある

ときは、招集の手続きを経ないで取締役

会を開催することができる。 
 

（代表取締役および役付取締役） 
第２０条 取締役会は、その決議によって代表取締

役を選定する。 
   ２．取締役会は、その決議によって取締役

会長、取締役社長各々１名および取締役

副会長、取締役副社長、専務取締役、常

務取締役各々若干名を選定することがで

きる。 
 

（代表取締役および役付取締役） 
第２１条 取締役会は、その決議によって代表取締

役を選定する。 
   ２．取締役会は、その決議によって取締役会

長、取締役社長各々１名および取締役副会

長、取締役副社長、専務取締役、常務取締

役各々若干名を選定することができる。 
 

（取締役会の招集権者および招集通知） 
第２１条 取締役会は、法令に別段の定めがある

場合を除き代表取締役がこれを招集する

ものとし、その通知は各取締役および各

監査役に対して会日の３日前までに発す

るものとする。ただし、緊急の必要があ

るときは、この期間を短縮することがで

きる。 
２．取締役および監査役全員の同意がある

ときは、招集の手続きを経ないで取締役

会を開催することができる。 
 

（取締役会決議の方法）    
第２２条 取締役会の決議は、議決に加わることが

できる取締役の過半数が出席し、その取締

役の過半数によって決する。 
   ２．      （条文省略） 

 

（取締役会の決議の方法）    
第２２条 取締役会の決議は、議決に加わることが

できる取締役の過半数が出席し、その取締

役の過半数をもって行う。 
 ２．     （現行通り） 

第２３条      （条文省略） 
 

第２３条      （現行通り） 
 

（報酬等） 
第２４条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利

益（以下報酬等という）は、株主総会の決

議によって定める。 
 

（取締役の報酬等） 
第２４条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の

利益（以下「報酬等」という）は、株主

総会の決議によって定める。 
 

（社外取締役の責任免除） 
第２５条      （条文省略） 
 

（社外取締役の責任限定契約） 
第２５条      （現行通り） 
 

第５章  監査役および監査役会 第５章  監査役および監査役会 

第２６条  
  ～      （条文省略） 

第２６条  
  ～       （現行通り） 

第３２条 
 

第３２条 
 

 



 

現行定款 変更案 

（社外監査役の責任免除） 
第３３条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規

定により、社外監査役との間に、同法第４

２３条第１項に規定する社外監査役の損

害賠償責任を限定する契約を締結するこ

とができる。ただし、当該契約に基づく賠

償責任の限度額は、法令が規定する額とす

る。 
 

（監査役の報酬等） 
第３３条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によ

って定める。 
 

（監査役の報酬等） 
第３４条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によ

って定める。 
 

（社外監査役の責任限定契約） 
第３４条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規

定により、社外監査役との間に、同法第４

２３条第１項に規定する社外監査役の損

害賠償責任を限定する契約を締結するこ

とができる。ただし、当該契約に基づく賠

償責任の限度額は、法令が規定する額とす

る。 
 

第６章  会計監査人 第６章  会計監査人 
（選任方法） 
第３５条 会計監査人は、株主総会において選任す

る。 
 

（会計監査人の選任） 
第３５条 会計監査人は、株主総会の決議によって

選任する。 
 

（会計監査人の任期） 
第３６条 会計監査人の任期は、選任後 1 年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終了の時までとする。

２．     （条文省略） 
 

（会計監査人の任期） 
第３６条 会計監査人の任期は、選任後 1 年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとする。

２．     （現行通り） 

第３７条      （条文省略） 
 

第３７条       （現行通り） 
 

第７章  計算 第７章  計算 
（事業年度） 
第３８条 当会社の事業年度は、毎年２月２１日か

ら翌年２月２０日までとする。 
 

（事業年度） 
第３８条 当会社の事業年度は、毎年３月１日から

翌年２月末日までとする。 
 

第３９条      （条文省略） 
 

第３９条       （現行通り） 
 

（剰余金配当の基準日） 
第４０条 当会社の期末配当の基準日は、毎年２月

２０日とする。 
２．当会社の中間配当の基準日は、毎年８

月２０日とする。 
   ３．     （条文省略） 
 

(剰余金配当の基準日) 
第４０条 当会社の期末配当の基準日は、毎年２月

末日とする。 
２．当会社の中間配当の基準日は、毎年８

月３１日とする。 
   ３．     （現行通り） 
 

第４１条      （条文省略） 
 

第４１条       （現行通り） 
 



 

現行定款 変更案 

（新 設） 
 
 

附 則 
 
第１条  第３８条（事業年度）の規定にかかわら

ず第１１期事業年度は、２０１２年２月２

１日から２０１３年２月２８日までとす

る。 
 

第２条  第４０条(剰余金配当の基準日)第２項

の規定にかかわらず、第１１期事業年度の

中間配当の基準日は８月２０日とする。 
 

第３条  本附則は、第１１期事業年度終了後にこ

れを削除するものとする。 
 

 
 


